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 総務省が５月５日の「こどもの日」に合わせて１５歳以下の子どもの人口推計を公表しました。昨今の新型コ

ロナウイルス禍は少子化に拍車をかけているとの見方が強まる中で、今回は日本の子ども人口の現状などをご紹

介いたします。 

 

１５歳未満の人口 

総務省の人口推計によると 2021 年４月１日現在の１５歳未満の子どもの数は前年より１９万人少ない 1493 万

人となり、４０年連続で減少しました。全人口に占める割合も前年を 0.1 ポイント下回る 11.9％となり、こちら

は４７年連続で低下しています。６５歳以上の高齢者の割合は前年を 0.3 ポイント上回る 28.9％に上昇し、少子

高齢化がさらに進んでいることが浮き彫りになっています。 

 総務省「人口推計」から 

 １５歳未満の男子が 765 万人、女子が 728 万人です。年齢階層別では、１２～１４歳が 324 万人なのに対し、

０～２歳は 265 万人と、若くなるほど人数も全人口に占める割合も小さくなり、少子化が加速していることがわ

かります。 

＜子どもの数および割合の推移＞ 

 

「国勢調査」および「人口推計」から 

 1950年頃、１５歳未満人口は約 3000万人で割合は全体の 35.4％ありましたが、７０年経って人口は半分（1493 

万人、割合は３分の１（11.9％）になってしまいました。 
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 子どもの割合については、人口４千万人以上の各国との比較も公表されています。世界各国と比べても最低水

準です。調査・推計時点の違いから厳密な比較は難しいですが、日本は最低水準で、韓国の 12.2％、イタリアの 

13.3％、ドイツの 13.6％などが続いています。 

＜各国における子どもの割合（人口４千万人以上の国）＞ 

国連人口統計年鑑（2019年版）から 

 

こども庁創設案 

 子どもに関連する政策をまとめて担う「こども庁」の創設が検討されています。 

 

 

＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただければ、次世

代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。お気軽にご連絡くだ

さい。                             神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 

縦割りの構造によって省庁間の連携が

不足していると指摘される子どもに関わ

る様々な政策を一元的に担当するため、

「こども庁」の新設と、専任の大臣を配

置することが検討されはじめました。 

菅首相は「強い決意でしっかりと取り

組んでいく」と述べ、前向きな姿勢を示

しています。今後、同庁の役割や組織形

態などの検討が進むとみられます。 

 

 

 

 

朝日新聞から 
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